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永住外国人への地方参政権付与法案に慎重な対応を求める意見書 

 

 

 現在、永住外国人への地方参政権の付与について法制化を図るという動きが見聞されて

いる。 

 我が国には、永住外国人が約９１万人おり、地域に密接な関係を持つに至ったと認めら

れる者については、地方公共団体の意思決定に参加させるべきであるとして、これまでも

永住外国人の地方参政権について議論がなされてきた。 

 しかしながら、地方公共団体は、安全保障や教育などの国家の存立にかかわる事柄に深

く関与しており、日本国籍を持たない外国人に地方参政権を付与すれば、特定の外国人の

意向を受けた首長や地方議員が現れ、我が国の安全保障を脅かす危険性が高まり、学校や

教育委員会に対する内政干渉が強まることが懸念される。 

 さらに、最高裁判所は、平成７年２月２８日に「公務員を選定罷免する権利を保障した

憲法第１５条第１項の規定は、権利の性質上日本国民のみをその対象とし、この規定によ

る権利の保障は、我が国に在留する外国人には及ばないと解するのが相当である」として、

参政権は国民の固有の権利であり、在留外国人には付与されていないとの判決を下してい

る。 

 一方で、国籍法は、第４条において、「外国人は、帰化によって、日本の国籍を取得す

ることができる」と規定しており、永住外国人が、憲法に基づく参政権を取得するために

は、この国籍法に定める帰化によるべきものとも考えられる。 

 よって、国におかれては、永住外国人への地方参政権付与法案の検討に当たっては、慎

重に対応されるよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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